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Ｉ　ｒ低成長」経済と日本の国土 ・環境問題

　１　日本経済の重化学工業化と公害 ・環境破壊

　（１）１９７０代初頭の日本　　公害「最先進国」の構図

　１９７０年代の初頭，「高度成長」末期の日本経済は，“爆発する公害問題”のただ中にあ った。大

気汚染は全国的にみて，硫黄酸化物 ・一酸化炭素　浮遊ふんじんは減少していたが，窒素酸化

物・ 炭化水素は汚染濃度の増加が続いており ，東只なと大都市を中心に光化学スモソ クが頻発し

ていた。水質汚濁は大都市の河川や内湾 ・内海 ・湖沼の汚濁が進んでおり ，赤潮の発生が広がる

一方，田子ノ浦（静岡）や洞海湾（福岡）ではヘドロ公害が問題化していた。また，蓄積性汚染

ではＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニール）汚染が南極海や北大西洋にまで広がり ，その難分解性と食物連

鎖によっ て人体を侵すものとして，日本でも水 ・土壌 ・米 ・魚 ・鳥から人体まで，「列島総汚染」

化が問題となっ た。 さらに，大阪国際空港など空港周辺の航空機騒音や東海道 ・山陽新幹線の新

幹線公害が大きな社会問題となっ た。 こうした中で６０年代末から，大気汚染 ・水質汚濁 ・騒音 ・

振動 ・悪臭 ・土壌汚染 ・地盤沈下など，公害に関する苦情 ・陳情が全国的に激増し，その受理件
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数は７２年には８万７ ，７６４件にのぼった。また，地方自治体が企業と締結する公害防止協定も７０年

代に入って激増し，その数は７２年には３８都道府県，４６１市町村に対して，３ ，２０２事業所となっ た。

　このような日本の「公害列島」化の中で，国民の注目を集めたのは四大公害訴訟の裁判であ っ
た。 各訴訟の内容を端的に言えば，ｏイタイイタイ病訴訟は，神通川（富山県）流域の住民が三

井金属鉱業に対して，同社神岡鉱業所の廃水に含まれていたカドミウムによってイタイイタイ病

に罹患したことについて，　新潟水俣病訴訟は，阿賀野川（新潟県）流域の住民が昭和電工に対

して，同社鹿瀬工場の廃液に含まれていたメチル水銀化合物によっ て汚染された魚類を摂取した

ため，新潟水俣病に罹患したことについて，それぞれ損害賠償を求めたものであ った。また，　

四日市公害訴訟は，四日市市（三重県）磯津地区の住民が四日市の石油コンヒナート６杜に対し

て， ６社の排煙によっ て呼吸器系疾患にかかり ，重大な被害を被ったことについて，そして，＠

水俣病訴訟は，水俣地区（熊本県）とその周辺の住民がチ ッソに対して，同社の廃液によっ て水

俣病（有機水銀中毒）に罹患したことについて，それぞれ損害賠償を求めたものであ った。これ

ら戦後日本の公害の深刻さを象徴する四大公害裁判は，７１年９月から７３年３月までの各判決によ

って，人の生命身体に対する企業の安全確保義務と不法行為責任を厳しく追及し，行政の姿勢に

対しても強い反省を促して，一応決着した。しかし，ひとたび失われた生命と健康と自然を取り

返すことはできない 。

　以上にみたような７０年代初頭の “爆発する公害問題”の背景には，戦後日本の経済成長の結果

として，次のような諸問題があ った。（１）公害 ・環境破壊と産業活動の関係については，大気汚

染（硫黄酸化物，ＳＯｘ）の発生源のほぼ９割は鉄鋼 ・化学などの工場と火力発電所であり ，水質汚

濁（ＣＯＤ，ＢＯＤ負荷量）の発生源の６割は化学 ・紙 ・パルプなどの工場であり ，騒音にかかわる

苦情件数の６割は工場騒音であり ，１割が建設騒音であ った。また，地盤沈下の原因のほとんど

は鉱工業用 ・ビル冷暖房用の地下水汲上げによるものであり ，廃棄物については，東只都では ，

産業廃棄物が家庭こみなど，ごみ排出量の１１倍にのぼっていた。（２）欧米先進諸国と比較した産

業構造の特徴は，電力 ・鉄鋼 ・窒業や化学 ・紙 ・パルプ ・食料品などの業種の比重が高い，環境

資源多消費型ないし公害発生型の産業構造であ った。そして，その背後には海外から膨大な原 ・

燃料を輸入し，それを基礎素材産業を中心に製造 ・加工し，その製品を海外に輸出する加工貿易

型重化学工業への展開があ った 。

　（３）経済社会としての過密度（環境負荷）については，可住地面積当たりの人口，ＧＮＰ，エネル

キー消費量，石油消費量，電力生産量，自動車保有台数，汚染排出量は，主要先進国と比べてい

ちじるしく高い水準にあり ，これに対して人口１人当たりの可住地面積，森林面積，水資源など

の環境資源は概して少なかった。（４）家電製品など耐久消費財の普及にともなっ て， 粗大こみの

問題が登場し，プラスティッ クの普及とともに “使い捨て”傾向が進み，大都市では「ごみ戦

争」が始まっ た。 とくに自動車の普及は，大気汚染，騒音 ・振動などの公害問題とともに，廃棄

物の問題をあらたに提起した。しかし，廃棄物処理施設や下水道など環境関連の社会資本の整備

は， 欧米先進国に比べて大きく立ち遅れていた。（５）政府の公害対策は立ち遅れていたが，企業

の対応の遅れも目立っていた。ＮＨＫが行った「わが国産業界のトッ プ企業１００社の社長への公

害アンケート」（１９７０年）によれぱ，「経済成長のためにある程度の公害の発生はやむをえない」
，

「公害の発生はやむをえないので適当な補償をすべきだ」が，両者合わせて回答者の４７％を占め

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０６）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
ており ，「経済成長をおさえても公害防止につとめるべきだ」は回答者の３５％に過ぎなかった 。

　（２）公害「最先進国」化のメカニズム

　戦後の日本は高度経済成長によっ て， ＧＮＰが資本主義世界第２位となっ たが，しかし同時に ，

公害「最先進国」となっ た。 その基本的な原因は端的に言えは，急速な技術革新と産業の重化学

工業化が企業の利益第１主義で進められ，政府の政策も経済成長第１主義で，公害対策が大きく

立ち遅れたからである 。

　（１）新規工業↓地のための産業基盤（用地　道路港湾　用水廃水施設なと）は，大都市（市場

都市施設）に近接した既存の大工業地域との密接な連関や，輸出入（海上輸送による原燃料の搬入や

製品の積出し）のために有利な立地条件などが考慮されて，主として臨海地域が選択され，政府

の行政投資によっ て整備された。戦後の工業地域の開発は，従来の京浜 ・中京 ・阪神 ・北九州の

４大工業地域を拠点として，鹿島 ・千葉 ・四日市 ・水島などの臨海工業地域の開発を加えて，太

平洋ベルト地帯を形成しつつ展開された。（２）太平洋ベルト地帯における新規工業開発は，集

積・ 集中の利益を求めて，技術導入によっ て生産設備 ・工場規模の大型化とオートメーシ ョン化

がめざされ，輸入石油を基礎とする石油精製 ・電力 ・石油化学 ・鉄鋼 ・非鉄などの巨大コンビナ

ートとして開発され，これを基礎素材産業として各種機械工業や繊維 ・紙 ・パルプなどの産業が

展開された。工業団地は立地条件として大都市（人口密集地域）に近く ，また風向きや地形など

公害被害を最小にするための諸条件はもとより考慮されず，資本の利潤第１主義によっ て開発さ

れたので，コンビナートや工場群のフル稼働にともなっ て， 大気汚染や水質汚濁などのさまざま

な公害が激増した。（大気汚染など公害の１大中心となっ た東京圏，その東京湾だけでもコンビナートの

質量は，英国１国分に相当するといわれた 。）

　（３）環境資源多消費型で公害発生型の重化学工業を中心に，巨大な規模の生産が，しかも ，操

業度を上げる（早期償却を図る）ために連続生産（昼夜兼行年中毎休）によっ て推進され，公害被

害を一層激しくした。しかし，公害防除施設などは，企業利潤の形成に寄与しない無用のコスト

として「節約」された。６０年代日本の設備投資に占める公害防止投資の比率は，米国に比べて低

く， また海外からの技術導入に占める公害防止関連技術（廃水 ・廃ガス処理 ・脱硫など）の割合も

低く ，まさに生産技術第１主義であ った。（７３年は石油化学コンビナートの爆発事故が頻発した

が， その最も重要な原因は技術導入に際して，日本の石油業界は経済性を第１とし，例えはエチ

レンプラントの技術を米国から導入したとき ，「設計図には安全面を考慮した計測装置がかなり

織り込まれていたが，各メーカーはこうした部分を削 ってしまっ た」というのが，当時の業界の

“常識”であ った 。）

　（４）商品の大衆化と大量生産＝大量販売を推進するために，ニューモテルなとによっ て既存製

品の陳腐化（経済的摩滅）が不断に計画的に行われる一方，価格競争にともなう製品 コストの削

減競争によっ て省素材 ・省資源化が促進され，製品の耐用年数は低下傾向をたどっ た。 こうした

傾向は，耐久消費財のライフサイクルを短縮し，使い捨て（修繕しない）傾向を促進し，大量購

入＝大量消費を促進することによっ て， 資源 ・エネルギー消費の増大と粗大ごみの増大をもたら

した。（５）産業廃棄物の大量化 ・多様化にともなっ て， 廃棄物の処理量は増大し，処理方法は複

雑で困難となっ てきた。企業はこれらの処理費用を無用のコストとして「節約」し，陸上や海上

で合法や不法の投棄も含めて，自らが処理すべき排出物を「社会的費用」に転化してきた。しか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０７）
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し， 経済活動によっ て排出されるさまさまな廃棄物 ・汚染物質は，質量ともにすでに「自然の浄

化能力」の範囲を超えていたのである 。

　２　「高度成長」の崩壊と国土 ・環境問題

　（１）１９７０年代公害 ・環境対策の展開

　１９７０年末のいわゆる「公害国会」において，「公害対策基本法」（１９６７年制定）が改正され，そ

れとともに１３の公害関係の法律が制定あるいは改正された。そして，翌７１年には環境庁が創設さ

れ， ここに日本の公害 ・環境対策はようやく本格化することにな った。旧基本法は，第１条で

「国民の健康を保護するとともに，生活環境を保全することを目的とする」と規定し，生活環境

の保全については，第１条第２項でｒ生活環境の保全については，経済の健全な発展との調和が

図られるようにする」という ，いわゆる「調和条項」が定められていた。７０年の公害国会では ，

この「調和条項」が削除され，それによっ て経済発展に対して，生活環境の保全を優先する政策

理念が明確にされた 。

　こうした基本方向にしたがって，７０年代の公害 ・環境対策はいくつかの点で画期的な前進を示

した。（１）まず大気汚染問題については，四日市ぜんそくの原因となっ た硫黄酸化物（ＳＯｘ）対策

は， ６８年の大気汚染防止法の制定によっ て本格化し，７４年の同法改正によっ て総量規制が導入さ

れた。こうした規制の強化によっ て， 企業の側でも輸入原油 ・重油の低硫黄化が図られる一方 ，

重油脱硫装置に続いて，７０年代に入って排煙脱硫装置が急速に普及し，大気中への硫黄酸化物の

排出量は大きく減少した。これに対して，窒素酸化物（ＮＯｘ）による大気汚染への対策は，硫黄

酸化物対策より遅れて，７３年から始まっ た。 同年に設定された二酸化窒素（ＮＯ。）の環境基準は ，

「１時問値の１日平均値が００２ｐｐｍ以下であること」と，国際的にみても厳しい水準の基準値で

あっ たが，しかし，その後の対策によっ ても改善は進まなかった。その原因の１つは，窒素酸化

物の発生源が火力発電所や工場（固定発生源）だけではなく ，自動車（移動発生源）が大きな割合

を占めていたからである 。

　（２）四日市ぜんそく訴訟における原告勝訴の判決（７２年７月）と，一方，大都市や工業地域にお

ける大気汚染による健康被害者の増大傾向を背景として，７３年１０月に公害健康被害補償制度が制

定され，７４年９月から実施された。大気汚染とぜんそくなどの場合，両者の因果関係を個々に証

明することは，きわめて困難である。そこでこの法律では，大気汚染と疾病との因果関係を疫学

を基礎とした人口集団の現象としてとらえ，大気汚染地域（政令で定める地域）にあ って，暴露要

件（一定期問以上居住 ・通勤等をしている）を満たしている者が，指定疾病にかかれば，大気汚染と

その者の疾病の問には因果関係があるとしたのである。この制度では，硫黄酸化物に代わ って ，

７０年代大気汚染の主因となりつつあ った窒素酸化物を地域指定の要件としないなど，いくつかの

不備な点を含んでいた。しかし，この法律は，上述のような特徴と ，費用を汚染者負担の原則に

したがって汚染原因物質（硫黄酸化物）の排出者から徴収した点で，国レベルでは世界で最初の

法律であ った。そして，その被認定者数は，第１種地域（呼吸器疾患）の指定地域で年々増加し ，

首都圏 ・中京圏 ・阪神圏の区 ・市を中心に，８０年には４１地域，７９ ，１６６人にのぼった 。

　（３）民問企業における公害防止投資の推移をみると ，公害防止投資額は７０年代前半に大きく増

加し，７０年の１ ，６３７億円から７５年には９ ，２８６億円へと５ ．７倍になっ ており ，全設備投資額に占める

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０８）
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割合もこの問に５ ．３％から１７ ．１％へと上昇した。公害防止投資の内訳は，施設種類別では大気汚

染防止施設の割合が投資総額の過半を占め，次いで水質汚濁防止施設となっ ており ，また，業種

別では火力発電と鉄鋼の２業種で同じく過半を占めていた。公害防止投資は７０年代半ば以降，急

滅するが，その原因は¢石油危機を契機に日本の局度成長が崩壊し，　石油 ・化学 ・鉄鋼なと基

礎素材産業が構造不況におちい ったこと ，　民間企業の公害規制に対する対応が７５年までに，ひ

とまず一巡したことなどである（１９７８年版・環境白書）。

　（２）「高度成長」の崩壊と国土 ・環境問題

　（１）米国の金 ・ドル交換停止（１９７１年）と第１次石油危機（７３年）を契機として，戦後日本経済

の「高度成長」は崩壊し，７０年代半ば以降，日本経済は「低成長」の時代に入 った。¢原油価格

高騰を初めとする資源 ・エネルギー危機は，日本経済に激しいインフレと不況，国際収支の赤字

をもたらし，資源 ・エネルギー多消費型の再生産構造に大きな打撃を与えた。　７４～７５年の世界

的なスタグフレーシ ョンを契機に，アルミ ・石油 ・化学 ・鉄鋼など基礎素材産業を中心に，日本

の重化学工業は国際競争力を低下させ，多くの部門が過剰生産と過剰設備を恒常化させ，構造不

況業種に転化した。　日本経済の「高度成長」は，農山村では過疎と農林業の解体を，太平洋ベ

ルト地帯を中心とする大都市では過密と公害問題を深刻化させてきたが，７０年代初頭に政治問題

としても１極点にた っした公害 ・環境問題は，「低成長」下においても日本経済の重大な構造問

題となっ てきた 。

　（２）日本経済の「高度成長」の崩壊にともなっ て， 「高度成長」型国土開発計画の “究極像
’’

と

いわれた新全国総合開発計画（新全総，１９６９年）は，その存在条件を失 って，破綻した。従来の４

大工業地域など太平洋ベルト地帯では，６０年代後半，公害 ・都市問題の激化はもとより ，土地
・

水資源なとさまさまな面で，資本の集積不利益が限界に近づいていた。そこで，「高度成長」の

基盤条件を全国土に拡大するために新全総が，そして「日本列鳥改造」計画（７２年）が打ち出さ

れた。新全総では，生産のスケール ・メリットとコンビナート的集中の利益を最大限に生かすた

めに，苫小牧 ・むつ小川原 ・西瀬戸内 ・志布志なと東北 ・西南の遠隔辺地に，工業基地開発の新

たなフロンティアが求められていた。しかし，進出を予定されていた基礎素材型重化学工業の構
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
造不況業種化は，これらの開発計画を次々に破綻させた 。

　（３）第三次全国総合開発計画（三全総，１９７７年）は，新全総の「大規模開発プロジ ェクト」の実

施と「全国的なネ ットワーク」の整備という方式に代わ って，「定住構想」方式を打ち出し，「大

都市への人口と産業の集中を抑制し，一方，地方を振興し，過密過疎問題に対処しながら，全国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
土の利用の均衡を図りつつ，人間居住の総合的環境の形成を図る」とした。しかし，三全総の最

大の問題点は，かつての成長産業が次々と構造不況産業化していく中で，新たな基軸産業の形成

を提起できなかったことであろう 。同計画は，８０年代に向けての「経済の成長径路」については ，

「飛躍的な技術革新の可能性が見通し難である」とし，従来の「基礎資源型工業」とは異なる新

規産業については，せいぜい「機械工業等付加価値の高い技術集積指向型工業」と称する程度の
　　　　　　　　　　　４）
提起を行うのみであ った 。

　（４）７０年代後半，構造不況の下で政府と財界は，一方ではコスト削減をめざす「減量経営」の

一環として省石油　省エネルキー　省資源を図るとともに，他方では産業構造の国土およひ環境

に対する「負荷」の「好転」を主張しつつ，環境政策のあからさまな巻き返しを開始した。公

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０９）
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害・ 環境政策のこうした転換は端的に言えば，「経済成長よりも生活環境の保全を」というよう

やく形成された政策理念から，「不況対策か，環境か」あるいは「雇用か，環境か」の “二者択

一” への明白な “逆流
’’

であ った。この転換点は７６年であり ，この年４月 ，政府は第１次石油危

機後の “トリレンマ”（インフレ ・不況 ・国際収支赤字）をふまえて，今後は費用対効果の関係や物

価・ 失業 ・国際競争力などとの “調和”も考慮すべしとして，環境政策の再検討を開始した。７６

年の環境白書はその「むすび」で，「環境問題は，複雑化，多様化しており ，依然として解決す

べき数多くの問題を残している」とし，「主要なものの第１は，窒素酸化物，水質汚濁，交通騒

音を中心とする環境基準の達成である」と明記しているが，翌７７年の白書のむすぴでは従来の取

り組みを「消極的な保全」として，「豊かな自然と美しい国土の中で，文化的で快適な生活を営
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
むという積極的な創造」に転じたのである 。

　（５）こうした中で７７年，経団連は初めて公害健康被害補償制度を正面から批判したが，７０年代

後半の環境問題をめくる天王山は，やはり７８年の二酸化窒素（Ｎ０２）の環境基準の緩和にあ った

と言ってよい・このＮ０２の環境基準は，７３年に “１日平均値００２ｐＰｍ以下
’’

という基準が設

定され，この基準を達成する目標期限を７８年においていた。しかし，Ｎ０２が亜硫酸カス（ＳＯ、）

に代わって大気汚染防止の焦点となっ ていたにもかかわらず，基準達成への動きは遅々として進

まなかった。というのは，この基準値を達成するためには，工場 ・火力発電所や自動車に対する

排出規制など諸々の措置を格段に強化する必要があり ，そのためには巨額の公害防止投資が必要

であ ったからである。こうした状況の下で，環境庁は財界の強い要請を背景に，Ｎ０２の新基準

を「１時問値の１日平均値が００４ｐｐｍから００６ｐｐｍまでのソーン内又はそれ以下」と大幅に緩

和し（これによって環境基準の達成率は，従来の１６ ．５％から ，告示即日９３．７％へと一挙に「改善」された）
，

１日平均値がＯ．０６ｐｐｍを超える７地域（東京 ・大阪 ・名古屋など）については７年以内に達成す

ることとしたのである 。

　この改定に際しては，日本自動車工業会から自民 ・民社両党への巨額の政治献金や，日本鉄鋼

連盟の「ＮＯｘ 基金」，トヨタ財団などから中央公害対策審議会専門委員への「研究費」の供与な

どが，国会の内外で問題とな った。しかし，緩和措置は実施され，これによっ て， ¢自動車 ・電

力・ 鉄鋼などの巨大企業は設備投資など膨大な費用の「節約」を約束され，また　本四連絡橋 ・

高速道路 ・火力発電所などの建設に向けて，環境基準達成上の大きな “あい路”が除去され，そ

して　大都市圏を中心に，公害 ・健康被害を補償する地域指定のための指標に，Ｎ０２が加えら
　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
れる可能性もまた除去されたのである 。

　環境庁は他方では，７６年に大型公共事業などを対象として，環境アセスメント（影響評価）法

案を提唱した。しかし，この法案は，第三者による評価 ・公開 ・住民参加の原則さえ容れられず
，

都市計画事業や発電所建設などが対象外とされたにもかかわらず，開発のフレーキになるとする

財界，通産省 ・建設省などの反対が強く ，８１年にようやく国会に提出されたものの，７回にわた

って国会を順送りされ，結局８３年末に廃案となるのである 。

（３１０）
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１　産業構造の「高度化」とハイテク公害

　１　先端技術産業とテクノポリス

　（１）１９８０年代の日本経済と産業構造の変化

　第２次石油危機（１９７９年）を契機とする世界不況とその後の国際貿易 ・金融の停滞局面の中で ，

“最良のパフォーマンス”（巨額の貿易黒字 ・安定的な物価 ・低失業率など）をもつとされた日本経済

は， ８０年代を通じて大きく変貌した。（１）８０年代前半，「上出来」とされた３～４％の成長率を実

現したのは，国内需要の本格的な回復によるものではなく ，輸出関連大企業を中心とする海外需

要依存型の蓄積メカニズムの展開によるものであ った。実際，８０年代前半の日本経済は国内の消

費不況や公共投資の抑制（財政危機）などとはうらはらに，アメリカ ，アジアを中心に，自動車 ，

電気機器をはじめとして輸出を増大させた。そして，続発する経済摩擦に対しては，一定の対応

（輸出自主規制や現地生産化）をとりつつ，巨額の貿易黒字を基盤に証券投資を主体として，資本輸

出を本格的に展開した。しかし，８５年のプラザ合意以降は，円高 ・ドル安が急進する中で，「経

済構造調整」策を余儀なくされ，「民間活力」による内需拡大や対米「市場開放」をすすめつつ ，

他方ではアメリカを中心に対外直接投資を激増させた。この直接投資の内容は，非製造業では不

動産，サービス，金融 ・保険などへの投資であり ，製造業では電機，自動車などの加工組立産業

の現地生産の展開であ ったが，これらはとりもなおさず日本企業のグロー バリゼーシ ョン（多国

籍企業化）の過程であ った 。

　（２）「低成長」下，日本の産業構造の変化は，基本的には製造業の２極分化の過程として，すな

わち，基礎素材産業の構造不況業種化と加工組立産業の発展として，展開してきた。まず基礎素

材産業（鉄鋼 ・石油 ・化学 ・非鉄など）は，石油など原燃料コストの急騰，ＮＩＥＳの追い上げ，省

エネ ・省資源（減量経営の一環），そして円高なとによっ て， 輸出競争力が大きく滅退し，全産業

に占める実質生産額（８０年価格べ一ス）の構成比は，７５年の１７％から９５年の１３％へと減少してきた 。

これに対して，加工組立産業（一般機械 ・電気機械 ・輸送機械 ・精密機械）は，輸出をテコに設備投

資額，生産額ともに大きく増進し，同上生産額の構成比は，７５年の１０％から９５年の２１％へと著し

く増大してきた。この過程で伸長著しいのは，加工組立産業の中心をなすエレクトロニクス産業

であり ，ＦＡ（ＮＣ工作機械 ・産業用ロボ ット ・ＣＡＤ／ＣＡＭなどの導入による），ＯＡ（ワープロ ・パソ

コン ・ファクシミリなどの導入による），ＨＡ（自家用車，各種家電製晶から玩具まで）など，いわゆる

ＭＥ（マイクロ ・エレクトロニクス）革命の展開にともなっ て， 鉄鋼業に代わる新たなリー ディン

グ・ インダストリーとして成長してきた。こうした技術革新の基本をなすのは，エレクトロニク

ス産業の中核をなす半導体技術の進歩とＩＣ（Ｉｎｔ．ｇ。。ｔ．ｄ　Ｃ。。。ｕ１ｔ，集積回路）の集積度の飛躍的向上

であり ，こうしてＩＣは鉄鋼に代わ って，新たな “産業の米”となるにいた った 。

　（３）「低成長」下，基礎素材産業の構造不況業種化と ，かつての「企業城下町」の衰退に直面し

て， 政府 ・財界が打ち出した経済 ・社会「活性化」の方策は，「民間活力」の活用によっ て当面

の財政危機を回避しつつ，新しい８０年代型の地域開発を促進 ・展開し，それを通じて基礎素材産

業なと在来の独占的大企業のために，国内市場を維持 ・創出しようとするものであ った。この新

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１１）
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たな「内需拡大」の方策は具体的には，Ｏ大型開発プロジェクトの立案と推進，　「民間活力」

による大都市再開発，　先端技術産業の地方展開のための “受け皿”整備，＠農山漁村における

「地域産業おこし」などであり ，いずれも後に四全総（１９８７年）の内容を形成するものであ った 。

日本プロジ ェクト産業協議会（ＪＡＰＩＣ，１９７９年設立）は，ｒ２１世紀に向けて限られた狭い国土に１億

１千万人の人口を抱えたわが国が，国際経済社会との調和と適正な経済成長のもとで，豊かで活

力のある国民生活を実現するためには，各種大型プロジェクトによる国土の有効利用と社会資本

の充実が必須の要件」（設立趣意書）としたが，こうした「民問版ニューディール」の方向は，８０

年代後半には
‘‘

ハフル経済”を展開する基礎的要因をなすものであ った 。

　（２）先端技術産業の展開とテクノポリス

　（１）「技術立国」構想と先端技術産業　　従来の基礎素材型重化学工業が構造不況業種化し
，

大規模工業基地開発を中心とする従来の地域開発政策が破綻する中で，日本の産業 ・地域政策の

新たな方向性を提示したのは，『８０年代の通産政策ヒジ ョン』（１９８０年）であ った。この答申は ，

「他の先進国に比し，エネルキー 資源面で著しく脆弱なわが国にとっ て， 自主技術分野を持つ

ことが，ハーゲニング ・パワーを高め，経済安全保障の確保に資することになる。技術立国こそ ，

８０年代においてわれわれが目指すべきものである」として，「技術立国の理念」を打ち出し
｛二

そこで指向された「産業の創造的知識集約化のための技術開発」は端的に言えば，８０年代におい

ては，（１）マイクロエレクトロニクスなとによる “システム化 ・ソフト化”技術の開発，（２）新素材

（アモルファス材料 ・光ファイバーなど）ほかの技術開発の２方向であり ，また，９０年代以降の「次

世代の技術革新シーズ」としては，¢ライフサイエンス（遺伝子操作技術など），＠エネルギ ー
（太陽エネルギーと核融合），　情報処理，　宇宙開発 ・海洋開発などであ った。そして，自主技術

開発力を強化すべき「技術先端産業」としては，「オプト ・エレクトロニクス，情報処理，半導

体素子，新材料，航空機，宇宙開発，ライフサイエンス，海洋開発，新エネルギーなど，巨額の

研究開発投資を必要とする巨大技術は，それ自体新しい産業を生み出すとともに，今後の技術進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）歩をリードし，経済発展の基盤を形成する」ものとした

。

　（２）先端産業の “受け皿
’’

とテクノポリス　　先端産業による新しい「地域経済振興」のモデ

ルとして，前掲答申が打ち出したのは，テクノポリス構想であ った。「テクノポリス（技術集積都

市）とは，電子 ・機械等の技術先端部門を中心とした産業部門とアカデミー部門，さらには居住

部門を同一地域内で有機的に結合したものである。この構想は，産業，学術部門を先導しつつ地

域振興を図り ，同時に新しい地域文化を創造しようとするもので……８０年代以降の新しいモデル

となるもの」（前掲ビジ ョン１１７ぺ一ジ）であ った。地域経済振興をめざす “新都市”構想として ，

その後提起されたものは，ニューメディア ・コミュニティ（通産省），テレトピア（郵政省）をは

じめ・ニューメディア ・シテイ（建設省），マリーン ・ランチング（水産庁），アトムポリス（通産
省），さらにはアメニティ ・タウン（環境庁），アクアトピア（建設省）など多種多様であるが，そ

うした中で “先端産業を中核として地域経済の振興を図る拠点づくり ”として，一歩先んじて事

業化されたのがテクノポリスの計画であ った 。

　こうして８０年代，まず初頭からテクノポリスの「指定」をめさして全国３８箇所が名乗りをあげ
，

“テクノ ・フィーハ ー” を現出しつつ，８３年には「高度技術工業集積地域開発促進法」（テクノポ

リス法）が施行され，８４年には１４地域の開発計画が承認された。以来今日まで，テクノポリスの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１２）
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開発は，四全総（１９８７年）においても「新しい産業の地域的展開」として明確に位置づけられ ，

今日の２６指定地域の展開（目標とする産業群は，エレクトロニクスを中心に，これにバイオ ・新素材を加

えた３産業を共通の核産業としている）にいたるまで，大きく展開されてきた。この問，８５年以降は ，

半導体産業の世界的な不況や円高の急進，企業の海外展開なとによっ て， テクノポリス地域への

工場立地，わけても先端技術型企業の立地は減少しているが，ともあれテクノポリスは先端産業

の地方圏における展開の主要な集積点の１つとなっ てきた 。

　（３）先端産業とその地域的展開　　従来の基礎素材型重化学工業の立地形態は，太平洋ベルト

地帯を中心に臨海（港）立地の形をとっ たが，これに対して先端産業の新しい立地形態は内陸部

が中心で，臨宛立地が選好された。基礎素材型重化学工業は原燃料を遠隔地から海上輸送で輸入

し， それを加工製造し，再び輸出するため，スケール ・メリットの追求，陸上輸送費の節減，広

大な敷地の必要などから臨海（港）立地が指向された。これに対して，先端産業は，例えばＩＣ

産業のように，原材料　製品とも単位重量当たりの価値額が数百倍～数千倍とはるかに大きく ，

したがって輸送費負担力が大きく ，また技術革新の速さから物流のスピードが要求され，空港や

高速道路へのアクセスが指向されたわけである。前者の “重厚長大”に対して，後者が “軽薄短

小” と言われるゆえんである。また，ＩＣ産業は製品の洗浄などの工程で，高品質の水（純水また

は超純水）を必要とし，素材型産業に比べて地下水指向が大きいことも１つの要因である 。

　８０年代，日本の先端産業は，ＩＣ産業に典型的にみられるように，開発 ・設計部門や研究所は

知的人材の確保，行政機関へのアクセス，市場 ・技術情報の収集などのために最も有利な首都圏 ，

ついで関西圏に立地 ・配置され，量産工場 ・組立工場は若年労働力や良質で豊富な水資源（淡

水・ 地下水）を求めて地方圏に立地 ・展開し，地域問分業を形成しつつ，全国的に展開された 。

当初は女子若年労働力の確保がとくに重要であ ったため，九州（シリコンアイランド），ついで東

北（シリコンロード）に進出し，大きく展開したが，その後はメーカー（東芝 ・日本電気 ・日立 ・富

士通など）問で同一地域内での競合を避け，それぞれ生産拠点を形成していく傾向がみられ，若

年労働力や良質の水とともに空港 ・高速道路など高速交通手段や学術研究機能へのアクセスを求

めて，日本列島のほぼ全域に立地 ・展開していっ た。 そして，地方圏においても ，子会社 ・協力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
会社など関連産業の形成とともに，研究開発機能の一定の集積もみられるにいた っている 。

　２　ＩＣ産業の展開と地下水汚染

　（１）ＩＣ産業と労働災害

　１９８２年１０月 ，宮崎沖電気の工場が，シランガスのガス漏れと自然発火によっ て， 出火 ・炎上し

た。 この工場は “宮崎ＳＵＮテクノポリス”の中核工場で，超ＬＳＩを製造していたが，多種類の

半導体用材料ガスを使用しており ，消防署の消火作業は工場内の状態が把握できず，放水もまま

ならずに手問取った。半導体工場は電子工業というよりは，化学（薬晶）工業であり ，半導体の

開発競争はカスの開発競争であり ，使用カスは「企業秘密中の秘密」であると言われている。そ

こで使用されている化学薬品には消防法の対象外のものも多く ，半導体カスの消防対策はいまだ

確立されていない 。

　（１）８５年３月 ，日本産業衛生学会で発表された１報告（報告者は昭和大学医学部の山口裕氏）は ，

６７～８５年に半導体製造工場で１４件のガス事故が発生し，８人が死亡し，３人が皮膚炎や火傷を負

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１３）
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ったことを明らかにした。半導体製造工場では，大量の有毒カス ・有毒化学薬品（溶剤） ・有毒

金属が使われているが，そのうち有毒ガスについては，その数は百数十種類におよび，強い腐蝕

性・ 窒息性 ・毒性 ・発がん性 ・自然発火性などをもっ た特殊なガスが多い。しかし，その使用の

実態は「企業秘密」の壁にはばまれて，多くは明らかにされていない。労働省は８８年，ようやく

「半導体製造工程における安全衛生対策指針」を定めたが，半導体産業で使われている特殊カス

のほとんどは規制対象になっ ておらず，有毒ガスの安全基準も示されていない。労働者の安全 ・

衛生上，大きな問題をはらんでいる。半導体製造工業はこれまで ，“清潔で職業病や公害とは全

く無縁である”かのようなイメージがもたれてきたが，しかし，その実態は「産業史上最も危険

性の高い工業」である 。

　（２）Ｊ．ラドー（カリフォルニア大学）は，『テクノロジー・ レビ ュー』（１９８４年５ ・６月号）に掲載

した論文 “Ｔｈｅ　Ｎｏｔ－Ｓｏ－Ｃ１ｅａｎ　Ｂｕｓｍｅｓｓ　ｏｆ　Ｍａｋｍｇ　Ｃｈ１ｐｓ
’’

において，カリフォルニア州労働局

の調査（１９８０年）にもとづいて，¢半導体産業の労働者の罹病率は一般の製造業のそれの３倍以

上であり ，健康と安全について従来の認識よりはるかに重大な問題をはらんでいる，　ウエハ洗

浄用の溶剤による皮膚と神経系への影響は，ことに数の多い女性労働者への影響が懸念されるな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）ど， この問題について初めての衝撃的な実態を明らかにした。そして，８７年１月 ，米国最大の通

信会社ＡＴＴは，“半導体生産に従事する女性労働者の流産が急増している”との１研究報告の

公表に対応して，妊娠中の女性が同社の半導体生産ラインに就労することを禁じた。また，半導

体産業の海外展開，とくに東南アジアヘの立地がすすむとともに，進出先でもとくに女性労働者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
の職業被曝と労働災害が目立ってきている 。

　（２）ＩＣ産業と地下水汚染Ｉ（８０年代前半）

　ＩＣ産業で使用される主な化学物質について，シリコンを基盤とするＩＣの代表的な製造工程

にそ ってみてみると（図１），ＩＣが高集積化するとともに，ＩＣの最小線幅は微細となり ，ごく小

さな粒子でも製品は不良化する。そのため「洗浄」はＩＣ製造の重要な工程であり ，この工程で

フッ 酸等のほかに，トリクロロエチレン等の有機塩素系溶剤が使われる。また，ウエハに微量の

化学物質を添加し，半導体としての機能をもたせる「拡散」工程では，ヒ素 ・燐 ・ホウ素等の化

合物が用いられる。ウエハ表面に絶縁膜 ・半導体膜を形成する「ＣＶＤ（化学的表着）」工程では
，

ケイ素等の化合物が，そして，ウエハ表面に蒸着した金属膜を配線加工するなどの「エッ チン

図１　ＩＣの製造工程で使用される王要有害化学物質

　製造工程　　　　　　　　　　王要有害化学物質

一◆　　フッ 酸， 有機塩素化合物

（ウエハの汚れ除去）

ヒ素，リン，ホウ素等の化合物

（半導体の性格を持たせるための微量成分の添加）

ＣＶＤ（化学蒸着）　一“　　ケイ素（Ｓｉ）の化合物

（化学的手法による薄膜形成）

　　　（化学蝕刻）

（備老）環境庁調べ
。

〈出所〉　環境庁編『昭和６１年版 ・環境白書』大蔵省印刷局，１９８６年，６７ぺ一ジより 。

　　　　　　　　　　　　　（３１４）
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　　　　　　　　　　　　　　　１２）
ク」工程では，フソ 酸等が使われる。化学物質は今日 ，世界で約１０万種，日本でも約５万種が流

通していると言われている（『平成９年版 ・環境白書（総説）』２４６ぺ 一ジ）。 これらは，人の健康や生

態系に不可逆的な影響を及ほす可能性があり ，有害物質の場合には，環境中への漏出は大気汚

染・ 水質汚濁 ・土壌汚染などを通じて，人間に有害な影響を及ぼす 。

　（１）日本の地下水汚染　　８１年，八王子市 ・川崎市 ・府中市などで，水道水源用井戸水から ，

トリクロロエチレンなどの有機塩素化合物が検出された。これらは，半導体ＩＣの製造工程で洗

浄用溶剤として使われるもので，肝臓 ・腎臓障害や中枢神経障害をおこし，米国では発がん性が

指摘されている有害化学物質である。同じ頃，８１年末から８２年にかけて，米国のシリコン ・バレ

ー地帯で，深刻で広範な地下水汚染が判明した。最初はフェアチャイルド社（半導体工場）の地

下タンクから使用済みの有機塩素系溶剤（１ ，１ ，１一トリクロロエタン）が漏出し，付近の水道会社の

井戸を汚染した事件であ ったが，サンフランシスコ湾岸地区水質管理局の調査（地下貯蔵タンクの

漏洩調査）では，調査対象８０社のうち６４社が土壌や地下水を汚染しており ，なかでもシリコン ・

バレーは最大の汚染源であるとみられた。そして，カリフォルニア州政府による事件発生後３年

問の調査によれば，飲料水の汚染地区では，心臓欠陥など先天性異常児出生率，流産発生率が ，

他地域と比べて２～３倍にのぼることが明らかになっ ている 。

　環境庁は８２年に，全国１５の都市で地下水汚染の実態を調査した（検体数は各都市１００で，計１４９９）。

調査項目はトリクロロエチレン，テトラクロロエチレンなど１８種類であ ったが，その結果，地下

水の汚染が全国的に進んでいることが判明した。そこで同庁は８３年，ＷＨＯ（世界保健機関）の暫

定カイトラインを超える有機溶剤が検出された１３都市について，汚染井戸の追跡調査，周辺井戸 ，

およひ周辺事業所の有機溶剤の使用状況について調査した。その結果は，¢前年度に汚染が確認

された井戸の大部分で汚染が続いている，　周辺の井戸でも汚染が進み，上記カイトラインを超

えた井戸（本数）は（追跡井戸と周辺井戸を合わせて），トリクロロェチレンについては１１％，テト

ラクロロエチレンは２４％にのほ った，　汚染井戸の周辺地区には当該物質を扱う事業所が存在し

た， などであ った。こうして，有機塩素系溶剤による地下水汚染が全国的に進んでいることが公

的に確認された 。

　（２）ハイテク汚染の２つの典型事例　　環境庁の第１次調査の後，厚生省は都道府県を通じて

水道水源の調査を促進したが，その中で兵庫県太子町では，高濃度の汚染とその汚染源が判明し

た。 調査（８３年）では，３水源のうち２水源でＷＨＯ暫定ガイドラインを超えるトリクロロエチ

レンが検出され，同町は２水源からの給水を停止し，姫路 ・竜野両市から応援給水を受けるとと

もに，汚染が予想される地域の井戸水の全数調査を実施した。その結果は，調査井戸総数４２７件

のうちガイドラインを超えた井戸は１２８件（３０％）にのぼった。そして，その後の調査で，これ

らの汚染源は東芝太子工場（半導体ウエハなとの洗浄用に７０年以降，トリクロロエチレンを大量に使 っ

　　　　　　　　　　　　　１３）
ていた）であることが判明した。こうして日本で初めて半導体工場による地下水汚染が明らかに

なっ たが，しかし，東芝太子工場は正式には汚染の責任を認めておらず，水道の切り替え工事費

などの支払いも ，「寄付金」として行った。また，原因調査に当た った県当局は，地下タンクか

らの漏出を事実上認めながら「原因不明」とし，深度別土壌ボーリング調査や汚染土壌の除去も

きわめて不十分であり ，肝臓障害の多発が言われているにもかかわらず，住民の健康被害調査も
　　　　　　　１４）
必要はないとした。何よりもまず，県当局の姿勢と責任が問われるべきであろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１５）
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　他方，同じ厚生省の調査によっ て， 滋賀県安土町と周辺地区（八日市市，近江八幡市）の地下水

９４箇所が調査された結果，名神高速道路八日市インターチェンジ付近から，安土町の市街および

近江八幡市の北西部にいたる長さ１０ｋｍ以上，面積約４ ，０００ｈａの広域に散在する２７の井戸から ，

基準を超えるトリクロロエチレンが検出された。そして，汚染地域内では工業団地を中心に，９

杜がトリクロロエチレンなどを使用していた。このうち電気機械器具３社は，村田製作所八日市

事業所（コンテンサ ー， 抵抗器なとを製造），関西日本電気八日市工場（ダイオート製造），凸版印刷

エレクトロニクス第２事業部（電子機器用 ・通信機用部品製造）であり ，その他は大昭和紙工八日

市工場，東洋ラジエーター八日市製作所，凸版印刷滋賀工場，タキロン八日市工場などであ った 。

滋賀県は，地下水汚染の原因の特定が困難なことから，有機溶剤の地下への浸透の削減を指導し ，

その結果，８５年には管理目標値を超えて地下浸透している事業所はなくなっ た。 しかし，現在で

も汚染範囲は変化しておらず，９４年度の県の調査では２０地点のうち１５地点からトリクロロエチレ

ンが検出され，うち６地点で基準を超えていた。日本で最大の広域地下水汚染であるが，汚染機
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
構の解明と本格的な浄化は行われていない 。

　（３）公害防止協定の締結　　８５年は，ＩＣ産業による公害 ・環境汚染が社会的にも政治的にも ，

大きな問題となっ た年であ った。まず１月には館山市（千葉県）が，地元に進出してきた半導体

企業ＮＭｌＢセミコンダクター社との間で，画期的な公害防止協定を締結した。４月には国会（参

議院商工委員会）で，ＩＣ公害が問題となり ，政府もようやく腰をあげて対応に乗り出した。さら

に７月には，西播磨テクノポリスの推進にかかわ って，事業概要と環境影響評価の地元説明会が

始まっ たが，太子町の地下水汚染問題もあ って，地元住民の不安や疑問は消えなかった。そして

９月には北上市（岩手県）が，同市に進出した岩手東芝エレクトロニクスと公害防止協定を締結

した 。

　ここで公害防止協定の内容をみると，前者の特徴は，¢工場の水使用に “クローズドシステ

ム” が採用され，それによっ て地下水の取水量が大幅に減らされ（「日量６００ｔ以内」，第５条），　

また同時に工場排水を「場外に排出しない」（第６条，　　各種の化学物質は水のリサイクル利用の中

で， 粉状で抽出され，産業廃棄物として処理される）ものとし，廃棄物については「あらかじめ甲と

協議のうえ適正に処理する」（第１０条）としたことである。そして，　館山市の工場への立ち入り

調査に「地元住民代表等を同行させることができる」（第１５条）とし，＠協定（第４条）にもとづ

いて提出された「公害防止計画」で，２２種類の有毒ガス（シラン ・ホスフィン ・ジボランなど）につ

いて，米国産業衛生学会の基準を参考に排出基準が定められたこと ，などである。公害を防止

（予防）し，住民の健康を保護し，生活環境を保全する観点から，半導体ＩＣ産業に特有の「企業

秘密」主義の壁を乗り越えた画期的な協定であ ったと言えよう 。

　後者の協定の特徴は，従来の協定（当時すでに，全国の半導体工場８４のうち，約４割が協定を結んで

いたといわれる）の中では比較的に適切な協定であ ったが，しかし，前者の協定と比べると ，一

定の問題点と限界をもっ ていた。すなわち，○「乙は，使用する化学物質，環境中に排出する物

質及び廃棄物として処理する物質（工場以外で処理するものを含む）の物質名，物理的化学的性状

及びその処理方法を　　事故時，又は公害防止上甲が必要と認めるときは甲に提示できるように

しておく」（第２条）が，しかし，「前項の物質の決定及び提示の方法等については，甲，乙別途

協議の上定める」としていること ，　「甲は ，・・・… 乙に対して報告を求め，又は甲の職員を工場

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１６）
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内に立ち入り ，調査をさせることができる」（第１０条）が，その際，協定作成のための “素案
”

（北上市の公害対策審議会の答申）には書かれていた，住民や専門家の工場内立ち入りを認める条項

は， 協定では削除されていること ，　「甲は，この協定の施行により知り得た機密を漏らさない

よう細心の注意を払うものとする」（第１３条）として，企業秘密の保護を明文化していること ，な
　　　１６）
どである 。

　（３）ＩＣ産業と地下水汚染１（８０年代半ば以降）

　（１）自治体の対応Ｉ　　ｒシリコン ・アイランド」九州には，豊富で良質な地下水と若年（女

子）労働力を求めて，早くから数多くの半導体工場が立地してきた。水道水源のすべてを地下水

に依存している能本市では，九州日本電気や二菱電機能本製作所なと ，その関連企業を含めて５０

社以上の企業が立地しており ，８２年の環境庁調査以来，今日まで地下水汚染が続いている。テク

ノポリス計画を進める市当局によれば，局地的な汚染が多く ，汚染源としてはテトラクロロエチ

レンなどを使うドライクリーニングエ場が大半を占めているというが，汚染経路は十分解明され

ていない。県の調査では，有機溶剤の使用量は電気関係の事業所が最も多く ，潜在的な汚染源と

なっ ている。しかし，この場合も汚染のメカニズムは解明されておらず，また，調査内容も公表

されていない 。

　熊本市は地下水汚染の実態調査を先進的に行ってきた自治体の１つであるが，同市は８６年に九

州日本電気と新たな公害防止協定を締結している 。しかし，この協定では，地下水揚水量（年間

約３００万 ｔ）は規制されず，有害化学物質についても報告義務がない。また，県レベルでも ，化学

物質については規制はなく ，自主検査どまりである。九州日本電気は，有機溶剤の使用をすでに

止め，フロンガスに転換しているというが，しかし，詳細は「企業秘密」のため不明である。三

菱電機熊本製作所は，洗浄工程を別会社に移したので，今は問題がないというが，しかし，関運

会社の汚染防止対策は不明である。半導体工場は，下請け関連会社の実態の解明が重要な課題の

１つであろう 。要するに，熊本県 ・市の対応は，ハイテク汚染の汚染源と汚染機構の解明を行 っ

ておらず，また，情報も公開していない。一部で浄化対策が進められているが，ハイテク汚染防

止という面では規制もなく ，「企業まかせ」であり ，半導体工場への対応は不適切で不十分であ

ると言わねばならない 。

　（２）自治体の対応１　　８７年に君津市（千葉県）で地下水汚染が判明し，１年半後に公表され

た。 汚染源は地下水の上流にある東芝コンポーネンツ君津工場であり ，市営水道の水源も汚染さ

れていた。この工場は整流用半導体を製造し，１７年以上にわた って脱脂 ・洗浄の工程に，１
，９００ｔ

にのぼるトリクロロエチレンが使用されていた。君津市環境部はまず，独自に表層汚染調査法を

開発し，汚染原因となる行為（廃棄物の投棄や各種作業中の漏れなと）を明らかにした。ついで，千

葉県地質環境研究室とともに，汚染機構を解明する調査（工場内，市街地各１７のボーリング）が実

施され，地上の汚染源と地下の汚染地層の２つの汚染源の存在が明らかにされた。そのうえで ，

次のような浄化対策が実施された。¢汚染源除去のためには，掘削除去と加熱風乾処理。地下水

汚染には揚水 ・曝気処理，地下空気汚染には地下空気汚染吸引法。　工場内から市街地への汚染

物質の移動拡散を防止するためには，鋼矢板による締切とバリア井戸システムをつくり ，汚染物

質・ 汚染地下水を強制排出。　市街地の帯水層に拡散した汚染物質の除去には，揚水 ・曝気 ・利

用。 このような浄化対策の結果，地下水中のトリクロロエチレン濃度は大きく低減した。君津市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１７）
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の場合，重要な特徴は，¢当初，公表が遅れたことへの市民の不安 ・批判に応えて，地下水汚染

の情報が市民に公開されていること ，◎調査や浄化に要した費用（総額約１２億円）は，基本的に

汚染者負担の原則（Ｐｏ１１ｕｔｅ． Ｐａｙ． Ｐ．ｍｃ１ｐ１ｅ）にしたがって処理されていること，　住民の健康診断

が継続して行われていること ，などである。日本で最も詳しく汚染機構が解明され，それに基づ

いて適切な浄化対策が開発・実施された事例であると言えよう 。

　次いで８９年，「秦野盆地湧水群」で知られる秦野市（神奈川県）で，テトラクロロエチレンによ

る地下水汚染が判明した。同市では水道水源の６５％は地下水によっ ているが，有機塩素系化学物

質を使う事業所が多い工業団地は，ちょうど盆地中央部の地下水かん養地域にあり ，汚染地域は

市の中心部を流れる水無川両岸の市街地約１ ，２００ｈａであ った。同市は，汚染機構解明の調査を実

施し，さらに当該化学物質を使用する事業所に立入り検査を行い，９２年度までに使用中止（５８

社），物質の転換（２８社），使用方法の改善（３１社），保管方法の改善（２７社）が図られた。これと

平行して地下水汚染の概況調査（簡易表層土壌調査）が行われ，９４年度までにボーリングを含む基

礎調査が完了した（８９～９５年の調査費用支出は３ ．６億円）。 そして，ここで注目すべき点は，この問

９３年に公布された「地下水汚染の防止及び浄化に関する条例」である。同条例の特徴は，¢詳細

調査および浄化事業は原則として汚染者（事業者および処理者）の責務（負担）とし，それを遡

及・ 連帯責任とした，　汚染者について所在が不明，または経済的能力がない場合には，市が詳

細調査と浄化事業を実施するとした，　水道水質基準を基にした「浄化目標」値を浄化事業の発

動・ 達成の基準とした，＠市の浄化事業の実施や事業者の浄化事業の助成のために基金（目標額

１０億円）を設けた，などである。「日本版スーパーファンド」と呼ばれるゆえんである 。

　（３）自治体の対応皿　　９０年代の今日でも ，地下水汚染に対する地方自治体の対応は一様では

なく ，地域によっ てさまざまであり ，したがって企業の対応もさまざまである 。“菊とハイテク

の町”武生市（福井県）では，県の調査（８９年）で基準を超える８５ｐｐｂのトリクロロエチレンが

検出され，９０年からの本格的な調査の結果，地下水の上流にある福井村田製作所（セラミッ クコ

ンデンサー製造）が汚染源であると判明した。同製作所は８６年にトリクロロエチレンの使用を止

めたといわれるが，９３年度の県の定期モニタリングでも汚染が続いており ，本格的な対策が必要

である。しかし，地域経済の福井村田製作所への依存度は高く ，県と市の対応は「及ぴ腰」であ

ると言われている。また，東根市（山形県）は山形空港に隣接し，県が造成 ・誘致した大森工業

団地では現在，ハイテク企業を含む１６社が操業しているが，県の調査（９１年）でトリクロロエチ

レンが検出された（すでに８９年に，団地周辺から１ ，１ ，１一トリクロロエタンが検出されていた）。 汚染源

とみられる大森工業団地では，過去に５社（山形富士通，山形カシオなど）が有機溶剤を使ってい

たが，市がこの工業団地と結んだ環境保全協定は地下水汚染については効力を発揮しておらず
，

汚染源と汚染機構の解明，浄化事業がとこまで進んだのかは，公表されていない。ともあれ，最

近の円高と工場の海外移転の潮流の中で，東北エレクトロニクス地帯の関連工場も一部縮小傾向

にあり ，こうした産業空洞化の中で自治体 ・住民側は，工場に対して一層「及び腰」になりがち
　　　　　１７）
であるという 。

　９７年９月 ，東芝 ・愛知工場名古屋分工場でトリクロロエチレンが最高で環境基準値の８００倍の

高濃度で検出されていたことが，判明から１年余をへて名古屋市に報告された。東芝としては ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）兵庫県太子町（８４年），千葉県君津市（８８年）に続く ，３度目の地下水汚染事件である。水質汚濁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１８）
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防止法では，企業自身が汚染を見つけても自治体への報告義務はないが，今回の事件は今日なお

日本の企業の無貢任な秘密主義の体質が依然として続いていることを明らかにしている 。

　（４）フロンヘの転換とオゾン層破壊

　８７年３月の日本化学会春季年会で，フロンガス（ＣＦＣ ：クロロフルオロカーボン）のうち半導体

製造なと先端産業で使用が増大している新種のフロン１１３が，日本上宛の大気で７年前に比べて

２． ５倍にな っていることが明らかにされた。半導体工場などでの洗浄剤には，これまでトリクロ

ロエチレンなどが使われてきたが，有毒性や発がん性が指摘されて，地下水汚染が問題化し，そ

のために８０年代，半導体の洗浄用にフロン１１３の使用が急増していたのである 。

　ところがフロンガスは，成層圏のオゾン層を破壊し，紫外線の遮断効果を減退させ，太陽から

地球上に降り注ぐ紫外線を増大させて，地球上の生態系や農作物に悪影響を与え，人体には皮膚

がんを増加させるとして，８０年代半ばから国際的に大きく問題となっ てきた。そして，８７年９月

には「オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書」が採択され，「特定フロン」

（ＣＦＣ１１ ，１２ ，１１３ ，１１４ ，１１５の５種類）と１ ，１ ，１一トリクロロエタンの生産量 ・消費量を段階的に削減

し， １０年後には消費量を半減させることになり ，さらに，９２年の議定書の改定で，９５年末で生産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
を全廃させることになっ た（日本では，９５年末に生産と消費が全廃されている）。 半導体産業は，急展

開する国際環境問題の中で，フロンガスの消費量の削減と代替物の開発を迫られ，また，フロン

ガスの回収と代替フロンの開発が急がれている 。

　しかし，９０年代に入 って半導体各社が代替フロンとして相次いで採用したＰＦＣ（パーフルオロ

カー ボン）は，９０年代後半には今度はいわゆる温室効果があり ，Ｃ０２の６ ，ＯＯＯ～９ ，ＯＯＯ倍以上の地

球温暖化係数をもつものとして問題視されるにいた って，さらに新たな対応を迫られている 。

（なお，代替フロンとして，エアコン ・冷蔵庫などの冷媒として使われてきたＨＦＣも激甚な温暖化作用があ

るため，９７年末のＣＯＰ３ ・京都会議で，ＣＯ。やＰＦＣなどとともに削減対象となり ，廃棄時の回収策などが

検討されている。）また，フロンの代わりに半導体産業で使われ始めた２一ブロモプロパン（２－

ＢＰ）は，現在は規制されていないが，男女の生殖機能障害を引き起こすことが判明している 。

（これは，「環境ホルモン」といわれる深刻で広範な，新たな環境問題の登場にほかならない。）そうした中

で， ９１年からトリクロロエチレンの出荷量が再び増大傾向に転じている。いわば無限の “もぐら

たたき ”のようであるが，根本的には生産工程を革新し，化学洗浄剤を使用しない（安易に化学

物質を使用しない）生産方式が開発されるべきであろう 。

　ともあれ，日本の先端産業のコメといわれる半導体産業の展開は，「公害とは無縁」のイメー

ジとはうらはらに，こうして地下水を汚染するだけではなく ，地球的な規模で環境破壊の一要因

となっ ている 。

　３　ハイテク公害の特徴と対策

　以上では，先端技術産業（エレクトロニクス ・新素材 ・バイオテクノロジーなど）のうち，半導体

ＩＣ産業の環境汚染についてみてきた。これを基礎に，以下では，やや　般的にハイテク公害 ・

環境汚染の特徴と対策として，端的にまとめをしておこう 。

　（１）ハイテク産業（技術）の特徴

　（１）化学物質は世界では約１０万種が流通しており ，毎年新たに追加される化学物質は１ ，ＯＯＯ種以

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１９）
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上といわれている。それらのほとんとは法的に未規制の化学物質として使用されるが，使用形態

に応じた適切な管理が未知の場合が多く ，製造 ・使用 ・廃棄の過程で環境中に漏出する可能性は

つねにあるとみなけれはならない。（２）化学物質は一般に，人の健康や生態系に不可逆的な影響

を及ぼす可能性がある。今日のように，生産技術第１主義で化学物質が使用される場合には，毒

性や人体 ・環境への影響なとについての科学的研究は立ち遅れる場合が多い。実際，すでに使用

されている化学物質の多くは，人の健康や生態系への影響の評価が行われておらず，結果は未知

であると言ってよい。そして，ひとたび環境汚染が進むと ，その回復は困難な場合が多い 。（３）

ＩＣ工場などハイテク企業は良質で豊富な水資源を要求する。先端型産業，ＩＣ製造業は，加工組

立型産業と同じく ，素材型産業に比べて，淡水補給水量に占める地下水の割合が格段に高い。ま

た， １事業所当たりの淡水補給水量は，ＩＣ製造業の場合（１ ，３３６ｍ３／日）は，加工組立型産業の

場合（１５０ｍ３／日）の約９倍である（『昭和６１年版 ・環境白書』６４～６７ぺ 一ジ）。（４）技術革新 ・製造方

法の変化が速く ，次々に新しい化学物質が使用される。そのうえ，個々の工場ことに使用される

化学物質が異なる。そして，使用される化学物質については，重要な「企業秘密」とされ，自治

体当局にも知らされず，したがって有害物質の事前把握と管理 ・規制はきわめて困難である。つ
まり ，化学物質については，ハイテク企業は完全に自らの責任で使用しているのであり ，したが

って，環境汚染に対する企業の責任はきわめて重い 。

　（２）ハイテク汚染の特徴

　（１）従来型の汚染のように，排水 ・排ガス ・産業廃棄物 ・ゴミだけでなく ，原料や廃液の「貯

蔵タンク」からの漏れ（これは安全管理コストの節約から生ずる）も重要な汚染源である。汚染経路

については，従来の河川や大気のほかに，土壌や地下水が問題となる。（２）ハイテク本体の工場

と関連下請け工場によっ て， 汚染は全国に広がっており（地下水の汚染地区は全国で４ ，Ｏ００箇所以上

あるといわれる），公表されていない汚染も数多い。ハイテク企業の本体がかりにクリーンであ っ

ても ，一定の費用を支払うことによっ て， 廃棄物処理そのものを「負担転嫁」できるシステムも

存在する。（３）多種多様な有害化学物質 ・カス ・放射線などを利用しており ，微量の汚染でも長

期的には遅発性の，あるいは複合的な汚染による健康被害の潜在的な危険性をもっ ている 。（４）

技術変化が速く ，生産過程の変化と「企業秘密」の壁に阻まれて，環境汚染が生じても汚染源や

汚染経路が不明な場合が多い。したがって，環境対策は後手に回りやすく ，適切な予防対策の確

立は容易ではない。（５）自治体（都道府県や市町村）によっ て， 汚染源や汚染機構の解明の程度 ，

公表の程度に大きな相異がある。その原因は，各自治体の汚染原因者に対する対応の相異（企業

立地の需給関係などによる），地下水依存度の相異，地下水汚染防止要綱（条例，協定）などの有無

と整備状況，国による統一的な規制の遅れ，などによる 。

　（３）ハイテク汚染の防止（予防）対策

　（１）工場の誘致 ・立地にあた っては，自治体と地域住民は工場の製品，使用原材料を知り ，公

害防止協定をむすぴ，使用化学物質などを明記した内容にする。ハイテク汚染を防止するために

は， 従来の排水や排気だけではなく ，地下水汚染の防止対策や有毒カス ・有害化学物質の安全対

策を含んだ公害防止協定にする。（２）豊富で良質な水源は何よりもまず上水（飲料）用に利用され

るべきであり ，企業による地下水などの取水量には上限が設けられるべきである。また，上水道

の取水口の上流域にＩＣ工場などハイテク企業を立地させないようにする。ハイテクエ場がすで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２０）
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に河川（地下水）の上流域に立地している場合には，企業には工場内用水のクローズド ・システ

ムを義務づける必要がある。（３）原材料あるいは製品として使用されている化学物質の性状に関

する知見 ・情報を公的に集積し，公開する。有害化学（廃棄）物質の認定数を増やし，環境基準

（排出基準）を設定し，化学物質の製造 ・流通 ・廃棄の全過程を安全管理の観点から規制し，地下

水を保護する法体系を整備する。（４）地下水汚染など環境汚染が発生した場合は，汚染の原因と

経路の解明を徹底的に行い，汚染された土壌 ・空気 ・地下水などの浄化 ・回復を図る。調査およ

び浄化の費用は，汚染者負担の原則にしたがって，汚染原因をつくりだした企業が負担する 。中

小企業については，財政的理由で浄化が困難な場合は，関連大企業 ・金融機関の責任も問題とな

る。 自治体で浄化資金や浄化設備を貸与する制度をもつ場合でも ，公的資金を使用する以上は ，

汚染企業の責任の明確化，汚染機構と浄化対策について情報公開することが不可欠である 。（５）

ハイテク汚染を予防するためには，化学物質の毒性 ・環境影響調査 ・人体への影響なと ，国 ・自

治体における研究や環境保全体制の確立が必要である。そのための費用は，有害化学物質の製造

会社や大口使用会社にその生産量 ・使用量に応じて負担させる。（６）先端産業の環境問題は地域

性があり ，地域ごとに監視や分析体制を確立する必要がある。自治体側の監視能力を強化し，工

場への立入調査の際には専門家の協力をえることができるなど，住民参加を実質のあるものにす

る。（７）汚染機構の解明と浄化対策を実施し，それを住民に説明できる責任ある指導 ・監督機関

の体制をつくる必要がある。（８）地下水など地域資源の利用については，法律 ・条例 ・公害防止

協定などによっ て規制する。立地条件などによっ て， 地下水を利用させない場合もあり ，また ，

排水（さらに，排ガス ・排気 ・排煙など）については原則としてクローズド ・システムをとる方向
　　　　２０）
を追求する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔未完〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）以上については，環境庁編『昭和４７年版 ・環境白書一環境政策の新しい座標一』大蔵省印刷局 ，

　１９７２年，および『昭和４８年版 ・環境白書一環境保全への新しいルールー』１９７３年，を参照 。

２）奥地　正「現代日本の国土開発政策」，『現代日本の資本主義』（講座 ・現代日本社会の構造変化３）

　有斐閣 ，１９８５年，１４５～１５１ぺ一ジ 。

３）国土庁編『第三次全国総合開発計画』大蔵省印刷局，１９７７年，７ぺ 一シ 。

４）同前１８ぺ一ジ，および８９ぺ一ジ 。

５）豊田　誠「今日の環境問題と住民運動」ほか，『経済』（＜大特集〉地球的規模にひろがる環境問題）

　１９８２年９月号 。

６）奥地　正「国土開発政策と環境危機」，高内俊一・ 奥地　正ほか編『８０年代日本の危機の構造

　（上）』法律文化社，１９８８年，２６４～６５ぺ 一ジ。なお，宮本憲一「環境政策一２０年目の決算書一「地方

　自治の時代」をひらくために一」，『世界』１９７９年５月号を参照 。

７）通商産業省産業構造審議会編『８０年代の通産政策ビジ ョン』（財）通商産業調査会，１９８０年，８３ぺ

　一ジ 。

８）同前８７～９０ぺ一ジ，および１３１ぺ一ジ 。

９）井上吉男 ・伊東維年編著『先端産業と地域経済』ミネルヴ ァ書房，１９８９年など 。

１０）寺西俊一「現代資本王義と環境問題　ＩＣ産業の発展と公害　環境問題一」，種瀬　茂編『現代資本

　主義論』青木書店，１９８６年，および，塚谷恒雄「半導体工場の労働災害と環境問題一ハイテク社会の

　陰で一」，地域開発研究会編『国際化時代の都市と農村一ハイテク型地域開発の実像一』自治体研究

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２１）



１８　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４６巻 ・第４号）

　　杜，１９８６年 。

１１）吉田文和『ハイテク汚染』岩波書店，１９８９年，３７～４７ぺ一ジ 。

１２）　『昭和６１年版 ・環境白書一高度技術社会における環境保全一』１９８６年，６７～６８ぺ一ジ 。

１３）鈴木　茂「ハイテクエ場と公害　　有機溶剤による地下水汚染を中心に」，『日本の科学者』１９８７年

　　３月号 。

１４）吉田文和 ・前掲『ハイテク汚染』１３４～４２ぺ一ジ，および同氏「ハイテク汚染」，慶応義塾大学経済

　　学部環境プロジェクト編『地球環境経済論［上１』慶応通信，１９９４年，２２８～３０ぺ一ジ 。

１５）吉田文和「ハイテク汚染の現段階」，『人問と環境』（第２２巻第３号），日本環境学会，１９９６年１０月 ，

　　１７５～７６ぺ一ジ 。

１６）前掲『ハイテク汚染』１７３～８３ぺ一ジ，など 。

１７）吉田 ・前掲『ハイテク汚染』，「ハイテク汚染」，「ハイテク汚染の現段階」，および，鈴木　茂「ＩＣ

　　産業と環境問題」（前掲 ・井上ほか『先端産業と地域経済』所収），吉田文和「地質汚染と浄化制度」
，

　　『人間と環境』（第２１巻第３号），日本環境学会，１９９５年１１月 。

　　　 この項は，上記文献の中でも特に吉田文和氏の「ハイテク汚染の現段階」の貴重な分析に依拠して

　　いる 。

１８）『朝日新聞』１９９７年１０月４日 ，および２８日付け 。

１９）『平成９年版 ・環境白書（総説）一地球温暖化防止のための新たな対応と責任一』１９９７年，２５９ぺ一

　　ジ 。

２０）以上，１７）の各論文を参照 。

（３２２）
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